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租税優遇措置 

「研究開発支出の投資控除適用に関する規定」改正案の予告 

経済部が産業創新条例の子法規定にあたる「研究開発支出の投資控除適用に関する規定」改

正案を予告し、研究開発に従事するフルタイムスタッフの研究開発専門知識に係る教育訓練

への参加費用も研究開発支出に該当し投資控除に適用できることを新規追加しました。予告

期間は 9 月 13 日(日曜日にあたるため 14 日まで延長)までとなります。 

改正案の主な内容をまとめると以下のとおりです。 

投資控除の適

用項目 

1. 研究開発に従事するフルタイムスタッフの給与 

2. 研究開発部門の研究用に提供する消耗器材、原料、材料およびサンプ

ルの購入費用 

3. 研究開発のために購入または使用される専利権、専門技術および著作

権の当年度の減価償却費、その他の償却費または支払った費用 

4. 研究開発のために購入される専門性または特殊性のあるデータベー

ス、ソフトウェア・プログラムおよびシステムの費用 

5. 研究開発に専門的に従事するフルタイムスタッフの研究開発に係る教

育訓練への参加費用 

教育訓練の形

式 

1. 自社開催 

2. 委託開催 

3. 他社または関連組織との合同開催 

教育訓練に係

る費用 

1. 講師への報酬および交通費 

2. 受講者の交通費、教育訓練開催者へ支払う費用 

3. 教材費、保険料、教育訓練期間中の食事手当および会場費 

教育訓練に係

る書類 

1. 教育訓練項目の明細表 

2. 受講者名簿 

3. 実施状況 

適用年度 2020 年度の法人税確定申告 

PwC 台湾の見解： 

上記の規定は 2020 年度法人税確定申告より適用し、12 月決算の会社でいえば 2020 年 1

月 1 日より適用されます。研究開発に従事または研究開発を行っている会社は、2020 年 1

月以降に研究開発に専門的に従事するフルタイムスタッフの教育訓練への参加費用に該当

する支出がないか確認し、来年の確定申告に備えて関連する証憑書類を揃えておくことが必
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要となります。なお、研究開発部門を設置していない会社についても、研究開発に専門的に

従事するフルタイムの研究開発スタッフが在籍し、従事する研究開発の各支出が明確に分け

られる場合、適用申請が可能です。 

所得税法 

新型コロナウイルスの影響を受けた営利事業者の法人税中間納付の免除申請 

財政部の2020年7月31日付台財税字第10904595840号通達によれば、救済振興特別条例の

適用期間(2020年1月15日から2021年6月30日まで)中、営利事業者が受けた新型コロナウ

イルスによる影響が以下いずれかに該当する場合、2020年度の法人税中間納付の免除を申

請できます。 

1. 救済振興特別条例により救済関連措置の適用対象者である企業 

2. 新型コロナウイルスにより短期間において営業収入額が大きく減少した企業(例：2020

年1月から連続2か月でその平均売上高が、「前年同期」または「2019年7月から12月ま

で」の平均月間売上高より15%以上減少している等の要件を満たす場合) 

中間納付の免除手続： 

1. 中間納付期間内(12月決算の会社の場合は2020年9月1日から9月30日まで)に申請書お

よび関連書類を税務当局へ申請します。 

2. なお、中間申告期間の前に、上記の新型コロナウイルスの影響によりすでに税務当局へ

法人税、営業税等各種税目の延納または分納、あるいは営業税の仮払超過額の還付を申

請し許可を受けている場合は、2020年度中間申告の免除が適用できますので、申請不要

です。 

PwC 台湾の見解： 

法人税の中間納付では、前年度の法人税の半額を通常は納付しなくてはなりませんが、営業

収入額が大きく減少している場合、上記の条件に該当しないか検討する必要があります。こ

の条件に該当するほどではないものの業績が悪化している場合は、半年間の実績に基づく中

間納付制度(当該年度開始日から6ヶ月間の実績に基づき上半期の営利事業所得額を計算)を

利用することも考えられます。ただし、会計士の税務監査を受けることが条件とされていま

すので、会計士と事前に打ち合わせをして在庫の棚卸作業等の計画を早めに立てることが望

まれます。 
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貨物税条例により還付・減免された貨物税の取り扱いについて 

財政部が2020年7月9日に解釈通達を公布し、個人および営利事業者が取得した還付・減免

された貨物税の取り扱いについて解釈を修正しました。旧規定では、還付・減免された貨物

税を「政府補助金」と定義していましたが、新規定では「貨物の購入原価または費用の減少」

へ変更しています。新旧対照表は以下のとおりです。 

PwC 台湾の見解： 

企業に省エネ電化製品の購入、自動車や自動二輪車の中古から新車への買い替え、大型車の

新車への買い替えがある場合、上記の解釈通達に留意が必要です。 
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